
議案 第 14 号  

 

令和 2 年 度さ くら 市一 般会 計予 算  

 

令和 2 年 度さ くら 市 の 一般 会計 の 予 算は 、次 に定 める とこ ろに よる 。  

（歳 入歳 出予 算）  

第 1 条  歳入 歳出 予算 の総 額は 、歳 入歳 出そ れぞ れ 183 億 円と 定め る 。  

2 歳入 歳出 予算 の款 項の 区分 及び 当該 区分 ごと の金 額は 、「 第 1 表  歳

入歳 出予 算」 によ る。  

（債 務負 担行 為）  

第 2 条  地方 自治 法（ 昭和 22 年法 律第 67 号） 第 214 条の 規定 によ り 債

務を 負担 する こと が で きる 事項、期 間及 び限 度額 は、「第 2 表  債務 負

担行 為」 によ る。  

（地 方債 ）  

第 3 条  地方 自治 法第 230 条第 1 項 の規 定に より 起こ すこ とが でき る地

方債 の起 債の 目的 、限 度額 、起債 の 方法 、利 率及 び償 還の 方法 は、「 第

3 表  地方 債」 に よる 。  

（一 時借 入金 ）  

第 4 条  地方 自治 法第 235 条の 3 第 2 項の 規定 によ る一 時借 入金 の借 入

れの 最高 額は 、 5 億円 と定 める 。  

（歳 出予 算の 流用 ）  

第 5 条  地方 自治 法第 220 条第 2 項 ただ し書 きの 規定 によ り歳 出予 算の

各項 の経 費の 金額 を流 用す るこ とが でき る場 合は 、次 のと おり と定 め

る。  

（ 1）各項 に計 上 した 報酬 、給 料 、職員 手当 、共 済費 及び 旅費 に係 る予 算

額に 過不 足を 生じ た場 合に おけ る同 一款 内で のこ れら の経 費の 各項

の間 の流 用 (報酬 及び 旅費 は会 計年 度任 用職 員 に 限る 。 )。  

 

令和 2 年 2 月 26 日提 出  

 

                さく ら市 長  뤷  塚  隆  志  
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第 2 表  債 務 負 担 行 為  

                                                      

(単 位 ： 千 円 )  

事   項  期   間  限 度 額  

広 島 平 和 記 念 式 典  

中 学 生 派 遣 事 業  

令 和 2 年 度 か ら  

令 和 3 年 度 ま で  
1 , 2 0 0  

総 合 健 康 診 査 業 務 委 託  
令 和 2 年 度 か ら  

令 和 5 年 度 ま で  
2 8 8 , 0 0 0  

氏 家 駅 東 西 線 橋 梁 修 繕 工 事  

（ J R 委 託 分 ）  

令 和 2 年 度 か ら  

令 和 4 年 度 ま で  
9 9 , 0 0 0  

氏 家 駅 東 西 線 橋 梁 修 繕 工 事  

（ 市 発 注 分 ）  

令 和 2 年 度 か ら  

令 和 4 年 度 ま で  
4 2 , 0 0 0  
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第3表　地方債

（単位：千円）

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

臨時財政対策債 600,000
普通貸借
又　　は
証券発行

　年利 4.0%以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては当該見直し後
の利率とする。）

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合にはそ
の債権者と協定す
るものによる。た
だし、市財政の都
合により据置期間
及び償還期限を延
長し、短縮し、若
しくは繰上償還、
又は借換えするこ
とができる。

庁舎非常用電源整備事業
費

74,900 同上 同上 同上

保育施設整備事業費 10,900 同上 同上 同上

水道事業出資債 23,300 同上 同上 同上

農道整備事業費 23,500 同上 同上 同上

急傾斜地崩壊対策事業費 4,000 同上 同上 同上

市道整備事業費 246,200 同上 同上 同上

総合公園施設等更新事業
費

4,500 同上 同上 同上

水辺公園改良事業費 10,000 同上 同上 同上

公営住宅除却費 13,500 同上 同上 同上

消防施設整備事業費 1,200 同上 同上 同上

瀧澤家住宅保存事業費 20,800 同上 同上 同上

氏家公民館給排水改修事
業費

132,000 同上 同上 同上

総合公園再整備事業費 57,000 同上 同上 同上
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令和2年度

さくら市一般会計予算に関する説明書
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( )

( )

( )

( )

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　特別職

（単位：千円）

区　分

給　与　費

共済費 合　計職員数
報　酬

6,990 45,310

　（人） 年間支給率(月分)

本
年
度

長　等 3 27,180
11,003

給　料
期末手当 その他

の手当
計

3.35

議　員 18 74,100
23,790

137 38,320

85,616

97,890 25,998 123,888
3.35

その他の
1,311 85,616

特 別 職

計 1,332 159,716 27,180 34,793 137

85,616

6,937 45,093

221,826 32,988 254,814

前
年
度

長　等 3 27,180
10,839

3.30

議　員 18 74,100
23,435

137 38,156

203,085

97,535 27,100 124,635
3.30

その他の
1,856 203,085

特 別 職

計 1,877 277,185 27,180 34,274 137

203,085

338,776 34,037 372,813

比

較

長　等 0 0 164

0 355 355

0 164 53 217

0 △ 116,950 △ 1,049 △ 117,999計 △ 545 △ 117,469 0 519

△ 117,469 △ 117,469
特 別 職

△ 1,102 △ 747

その他の
△ 545 △ 117,469

議　員 0
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( )

( )

( )

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

宿日直手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当

比　較

比　較 551

290,875

252,044

38,831

189,332

178,750

10,582

708

883

882

1

扶養手当 通勤手当 住居手当

17,000

2,835,701
369

303

給　料

職員手当
区　分

6,352

比　較

（単位：千円）

区　分

本年度 22,451

16,099

19,555

18,847

26,652

25,944

708

前年度

88,185
300

２　一般職

（１）総括

備考合　計共済費
計職員手当

区　分

446,466

2,128,629

707,072

2,389,235

1,770,348

618,887176,708

735,073

666,923

68,150

358,2811,103,425

2,265

2,265

0

321

642

△ 321

本年度

前年度

35,660

35,109

児童手当

0

0

0

10,738

119,341

130,079

0

17,000

（単位：千円）

の 内 訳

単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

前年度 0 0

区　分 地域手当

本年度 0 0

寒冷地手当

給　与　費

報　酬

374,029

0

374,029

比　較 0 0

1,280,133

職員数

　　（人）

本年度

前年度

303

3

66
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備考　短時間勤務職員以外の職員について作成。

　　イ　初任給

（単位：円）

一般行政職 技能労務職
一般行政職 技能労務職

国の制度
区　分

大学卒 171,700 171,700

短大卒 160,100 160,100

高校卒 150,600 147,900 150,600 147,900

302,905

　平均年齢　　　（歳） 40.7 54.7

平成31年1月1日現在 　平均給与月額　（円） 344,432

　平均年齢　　　（歳） 40.9 54.7

　平均給料月額　（円） 298,800 281,325

令和2年1月1日現在 　平均給与月額　（円） 349,156 317,448

区　分 一般行政職

（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たりの給与

職員異動等　10,202
会計年度任用職員分　52,380

技能労務職

　平均給料月額　（円） 300,132 281,673

職　員
手　当

給　料 176,708

68,150

62,582
　その他の
　増減分

5,568

職員異動等　22,527
会計年度任用職員分 152,131

　期末手当分　   445
　勤勉手当分 　5,123

　給与改定に
　伴う増減分

174,658

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

説　明区　分 備　考
増減額

（千円）

増減事由別内訳

（千円）

2,050 　給料表の平均改定率0.1％

　その他の
　増減分

　制度改正に
　伴う増減分

　昇給に伴う
　増加分
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( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

備考　（　　）内には、短時間勤務職員について外書き。

　　ウ　級別職員数

計
3 100.0

計
1 100.0

293 100.0 12 100.0

１級
0 0.0

１級
0 0.0

77 26.3 0 0.0

２級
0 0.0

２級
0 0.0

32 10.9 1 8.3

３級
0 0.0

３級
1 100.0

83 28.3 6 50.0

24 8.2

４級
3 100.0

４級
0 0.0

49 16.7 5 41.7
平成31年1月1日現在

７級
0 0.0

7 2.4

６級
0 0.0

21 7.2

５級
0 0.0

計

4

0.0

0.0

0

36.4

0.0

0

11 100.0

0 0.0

1

1 100.0

7 63.6

100.0

0 0.0100.0

60 19.8

１級

２級

級 級
（人） （％）

３級

2.6

0 0.0

303 100.0

0 0.0

74 24.4

13.5

0 0.0

74 24.4

0 100.0

0 0.0

41

（人）

４級

0 0.0

23 7.6

7.6

一般行政職

１級

計

区　分

技能労務職

（％）

職員数 構成比 職員数 構成比

23

0 0.0

8

令和2年1月1日現在

２級

７級

６級

５級

４級

３級
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( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

備考　（　　）内には再任用職員の標準的な支給率を記載。

備　考６月 １２月
支給率計

（月分）

　職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

1.175 1.175 2.35
有

2.250 2.250 4.50

1.175 1.175 2.35
有

2.225 2.225 4.45

本年度
1.175 1.175 2.35

有
2.250 2.250 4.50

前年度

国の制度

相当の経験を必要とする技能職員の職務

相当の経験を必要とする労務職員の職務

技能職員の職務

労務職員の職務

　　エ　期末手当・勤勉手当

主事補又は技師補の職務

主事又は技師の職務
１級

主任の職務

支給期別支給率

（月分） （月分）

区　分

３級

２級

一般行政職

会計管理者の職務

参事の職務

課長の職務

監査委員事務局長の職務

農業委員会事務局長の職務

施設の長の職務

主査の職務

区　分

７級

６級

５級

４級

特に困難な作業又は経験を必要とする労務職員の職務

室長の職務

主幹の職務

課長補佐の職務 極めて高度の技能又は経験を必要とする技能職員の職務

極めて困難な作業又は経験を必要とする労務職員の職務施設の長の補佐の職務

副主幹の職務

主任保育士の職務

係長の職務

　（級別の標準的な職務内容）

相当の技能又は経験を必要とする技能職員の職務

高度の技能又は経験を必要とする技能職員の職務

困難な作業又は経験を必要とする労務職員の職務

技能労務職

部長の職務

上下水道事務所長の職務

議会事務局長の職務

教育次長の職務
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通勤手当

区　分

扶養手当

住居手当

代表的な特殊勤務手当の名称

同　じ

　市税事務従事職員、社会福祉業務従事職員の特殊勤務手当

　　キ　その他の手当

国の制度との異同 差異の内容

同　じ

同　じ

給料総額に対する比率（％） 0.0 0.0 0.0

支給対象職員の比率　（％）
15.8 15.8 0.0

（令和2年1月1日現在）

　　カ　特殊勤務手当

区　分 全職種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

35年勤続の者 最高限度

33.27075

47.709

　　（月分） 　　（月分） 　　（月分）

24.586875

　　オ　定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当

国の制度
（支給率等）

区　分

支給率等 応募認定退職特例措置

20年勤続の者

24.586875

47.709

47.709 47.709

　　（月分）

応募認定退職特例措置33.27075

その他の加算措置等
25年勤続の者
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（単位：千円）

国・県 地方債 その他

16-農業経営基盤強化
資金利子補給

2,265 令和元年度 2,260
令和2年度
令和3年度

5 5

17-農業経営基盤強化
資金利子補給

253 令和元年度 244
令和2年度
令和6年度

9 9

25-災害条例資金利子
補給

105 令和元年度 101 令和2年度 4 2 2

26-防犯灯LED化業務
委託

72,000 令和元年度 40,000
令和2年度
令和5年度

32,000 32,000

27-会議録等作成業務
委託

20,000 令和元年度 16,000 令和2年度 4,000 4,000

27-私立保育所等防犯
カメラ設置費補助事
業

1,095 令和元年度 1,080 令和2年度 15 15

28-さくら市営駐車場
指定管理委託

30,000 令和元年度 18,000
令和2年度
令和3年度

12,000 12,000 0

28-さくら市喜連川社
会福祉センター指定
管理業務委託

10,036 令和元年度 5,992
令和2年度
令和3年度

4,044 4,044

28-さくら市生きがい
センター指定管理業
務委託

2,620 令和元年度 1,564
令和2年度
令和3年度

1,056 1,056

28-さくら市氏家福祉
センター指定管理業
務委託

24,510 令和元年度 14,706
令和2年度
令和3年度

9,804 9,804

28-総合交流ターミナ
ル管理業務委託

202,100 令和元年度 118,500
令和2年度
令和3年度

83,600 83,600

28-さくら市温泉浴場
（第1、第2）管理業
務委託

97,100 令和元年度 55,500
令和2年度
令和3年度

41,600 41,600

29-総合健康診査業務
委託

305,000 令和元年度 202,000 令和2年度 103,000 103,000

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事　　　　　項 限 度 額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左の財源内訳

期　間 金　額 期　間 金　額

特　定　財　源
一　般
財　源
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（単位：千円）

国・県 地方債 その他

29-喜連川児童セン
ター指定管理業務委
託

172,205 令和元年度 68,315
令和2年度
令和4年度

103,890 33,141 70,749

31-都市計画マスター
プラン見直し業務委
託

1,870 令和2年度 1,870 1,870

31-スクールバス運行
業務委託

118,260
令和2年度
令和6年度

118,260 118,260

31-スクールバス車両
リース

185,977
令和2年度
令和11年度

185,977 185,977

1-氏家小学校・押上
小学校・上松山小学
校・南小学校給食調
理業務委託

246,792
令和2年度
令和4年度

246,792 246,792

1-氏家中学校給食調
理業務委託

93,060
令和2年度
令和4年度

93,060 93,060

1-議会だより印刷製
本費

1,861 令和2年度 1,861 1,861

1-広報さくら印刷製
本費

10,170 令和2年度 10,170 10,170

1-南小学童保育セン
ター指定管理業務委
託

48,000
令和2年度
令和3年度

48,000 32,000 16,000

1-上松山児童セン
ター指定管理業務委
託

37,500 令和2年度 37,500 25,000 12,500

1-道路管理業務委託 54,000 令和2年度 54,000 54,000

1-小学校ICT活用推進
業務委託

12,660
令和2年度
令和4年度

12,660 12,660

1-中学校ICT活用推進
業務委託

12,660
令和2年度
令和4年度

12,660 12,660

事　　　　　項 限 度 額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左の財源内訳

期 間 金 額 期 間 金 額

特 定 財 源
一　般
財　源
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（単位：千円）

国・県 地方債 その他

1-さくら市図書館指
定管理業務委託

485,000
令和2年度
令和6年度

485,000 485,000

1-給食センター基本
構想策定業務委託

9,416 令和2年度 9,416 9,416

1-氏家児童センター
指定管理業務委託

96,000
令和2年度
令和3年度

96,000 56,812 39,188

2-広島平和記念式典
中学生派遣事業

1,200
令和2年度
令和3年度

1,200 1,200

2-総合健康診査業務
委託

288,000
令和2年度
令和5年度

288,000 288,000

2-氏家駅東西線橋梁
修繕工事（JR委託
分）

99,000
令和2年度
令和4年度

99,000 49,500 44,400 5,100

2-氏家駅東西線橋梁
修繕工事（市発注
分）

42,000
令和2年度
令和4年度

42,000 21,000 18,800 2,200

事　　　　　項 限 度 額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左の財源内訳

期 間 金 額 期 間 金 額

特 定 財 源
一　般
財　源
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（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ＋Ｂ－Ｃ）

１　普　通　債 14,656,406 14,132,664 1,221,800 1,709,363 13,645,101

（１）総務 5,809,156 5,692,486 674,900 697,265 5,670,121

（２）民生 509,998 435,948 10,900 74,244 372,604

（３）衛生 299,881 330,697 23,300 23,048 330,949

（４）農林水産 786,370 674,483 23,500 98,560 599,423

（５）商工 0 0 0 0 0

（６）土木 3,192,760 2,947,692 278,200 391,208 2,834,684

（７）消防 709,856 705,331 1,200 81,414 625,117

（８）教育 3,348,385 3,346,027 209,800 343,624 3,212,203

２　災害復旧費 12,169 161,932 0 637 161,295

（１）公共土木施設 8,769 45,657 0 212 45,445

（２）農林水産業施設 3,400 116,275 0 425 115,850

（３）その他公共施設 0 0 0 0 0

合　　　計 14,668,575 14,294,596 1,221,800 1,710,000 13,806,396

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　分

前々年度末
現在高

前年度末
現在高見込額

当該年度中増減見込額 当該年度末
現在高見込額
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（単位：千円）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 増 減 額 増 減 率

Ａ ％ Ｂ ％ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ％

1 市 税 6,707,140 36.7 6,692,626 36.8 14,514 0.2

2 地 方 譲 与 税 208,000 1.1 204,000 1.1 4,000 2.0

3 利 子 割 交 付 金 5,000 0.0 8,000 0.0 △ 3,000 △ 37.5

4 配 当 割 交 付 金 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 15,000 0.1 15,000 0.1 0 0.0

6 法人事業税交付金 20,000 0.1 0 0.0 20,000 皆増

7 地方消費税交付金 900,000 4.9 800,000 4.4 100,000 12.5

8 ゴルフ場利用税交付金 85,000 0.5 85,000 0.5 0 0.0

9 環境性能割交付金 30,000 0.2 34,794 0.2 △ 4,794 △ 13.8

10 地 方 特 例 交 付 金 40,000 0.2 35,000 0.2 5,000 14.3

11 地 方 交 付 税 2,321,000 12.7 2,793,701 15.4 △ 472,701 △ 16.9

12 交通安全対策特別交付金 5,429 0.0 5,429 0.0 0 0.0

13 分担金及び負担金 101,370 0.6 238,688 1.3 △ 137,318 △ 57.5

14 使用料及び手数料 232,341 1.3 228,162 1.3 4,179 1.8

15 国 庫 支 出 金 2,482,659 13.6 2,057,562 11.3 425,097 20.7

16 県 支 出 金 1,453,923 7.9 1,246,574 6.8 207,349 16.6

17 財 産 収 入 101,925 0.6 137,644 0.8 △ 35,719 △ 26.0

18 寄 附 金 40,007 0.2 40,005 0.2 2 0.0

19 繰 入 金 1,174,122 6.4 1,135,692 6.2 38,430 3.4

20 繰 越 金 400,000 2.2 400,000 2.2 0 0.0

21 諸 収 入 735,284 3.9 763,123 4.2 △ 27,839 △ 3.6

22 市 債 1,221,800 6.7 1,259,000 6.9 △ 37,200 △ 3.0

18,300,000 100.0 18,200,000 100.0 100,000 0.5

＊端数処理により、計が合わない場合があります。

令和2年度一般会計予算款別一覧表

款

歳 入 合 計

　歳　　入
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（単位：千円）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 増 減 額 増 減 率

Ａ ％ Ｂ ％ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ％

1 議 会 費 173,959 1.0 179,002 1.0 △ 5,043 △ 2.8

2 総 務 費 2,034,140 11.0 1,871,376 10.3 162,764 8.7

3 民 生 費 6,401,289 35.0 6,137,311 33.7 263,978 4.3

4 衛 生 費 1,122,077 6.1 1,948,725 10.7 △ 826,648 △ 42.4

5 労 働 費 500 0.0 700 0.0 △ 200 △ 28.6

6 農 林 水 産 業 費 581,162 3.2 528,366 2.9 52,796 10.0

7 商 工 費 924,729 5.1 982,128 5.4 △ 57,399 △ 5.8

8 土 木 費 1,846,576 10.1 1,524,245 8.4 322,331 21.1

9 消 防 費 747,896 4.1 801,897 4.4 △ 54,001 △ 6.7

10 教 育 費 2,654,558 14.5 2,372,976 13.0 281,582 11.9

11 災 害 復 旧 費 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

12 公 債 費 1,790,114 9.8 1,830,274 10.1 △ 40,160 △ 2.2

13 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

18,300,000 100.0 18,200,000 100.0 100,000 0.5

＊端数処理により、計が合わない場合があります。

　歳　　出

款

歳 出 合 計
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（単位：千円）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 増 減 額 増 減 率

Ａ ％ Ｂ ％ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ％

1 人 件 費 3,179,784 17.4 2,722,626 15.0 457,158 16.8

2 物 件 費 2,989,315 16.3 3,154,833 17.3 △ 165,518 △ 5.2

3 維 持 補 修 費 290,757 1.6 229,734 1.3 61,023 26.6

4 扶 助 費 3,255,123 17.8 3,305,847 18.2 △ 50,724 △ 1.5

5 補 助 費 等 3,562,657 19.5 3,210,914 17.6 351,743 11.0

6 普 通 建 設 事 業 費 1,094,572 6.0 1,096,905 6.0 △ 2,333 △ 0.2

内 補 助 事 業 294,531 1.6 160,072 0.9 134,459 84.0

訳 単 独 事 業 800,041 4.4 936,833 5.1 △ 136,792 △ 14.6

7 災 害 復 旧 事 業 費 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

8 公 債 費 1,790,117 9.8 1,830,280 10.1 △ 40,163 △ 2.2

9 積 立 金 47,563 0.3 41,383 0.2 6,180 14.9

10 投 資 及 び 出 資 金 100,000 0.5 100,000 0.5 0 0.0

11 貸 付 金 612,500 3.3 630,200 3.5 △ 17,700 △ 2.8

12 繰 出 金 1,354,612 7.4 1,854,278 10.2 △ 499,666 △ 26.9

13 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

18,300,000 100.0 18,200,000 100.0 100,000 0.5

＊端数処理により、計が合わない場合があります。

性 質 別

歳 出 合 計

令和2年度一般会計歳出予算性質別総括表
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令和 2年度
(現年)

001 一般会計 令和 2年 1月20日　20時02分　作成 頁

科目別節別集計表

(単位：千円)(当初予算額)
1-1

02 03 04 05 06 07 08 09 1001

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費 農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費

01  報酬 50,835 72,277 20,507 31,950 10,100 11,508 23,119 238,80274,647

02  給料 366,508 437,177 73,354 76,332 35,015 97,308 204,61017,009

03  職員手当等 237,130 190,683 41,335 44,309 22,934 58,495 141,14433,973

04  共済費 216,260 83,970 21,979 23,223 10,765 29,353 62,66731,237

05  災害補償費 5 1

06  恩給及び退職年金

07  報償費 26,103 30,898 5,634 564 1,856 1,293 786 33,795200

08  旅費 10,051 4,997 997 1,809 1,426 989 4,579 12,0466,343

09  交際費 1,080 40 200370

10  需用費 86,039 76,978 27,414 13,668 21,083 22,630 14,554 288,5732,337

11  役務費 120,446 16,062 2,925 251 3,404 2,034 5,526 31,9822,230

12  委託料 280,697 981,032 393,465 85,884 62,905 305,520 11,223 498,0083,659

13  使用料及び賃借料 54,886 5,729 181 6,114 8,239 3,561 3,686 210,945750

14  工事請負費 117,359 34,441 64,856 46,925 532,802 5,499 288,164

15  原材料費 621 242 51 800 6,461 200 2,525

16  公有財産購入費 13,610 12,251 12,200

17  備品購入費 51,832 6,100 22 907 1,857 170 400 52,24730

18  負担金補助及び交付金 363,603 1,009,801 431,134 200,585 83,119 608,688 677,858 541,1101,174

19  扶助費 2,587,831 2,649 30,499

20  貸付金 500 612,000

21  補償補塡及び賠償金 1,000 101 27,039

22  償還金利子及び割引料 25,000 5 401

23  投資及び出資金 100,000

24  積立金 9,653 29,870 3,000 5,040

25  寄附金

26  公課費 1,420 29 466

27  繰出金 2 863,066 126,474

29  予備費

99  賃金

合  計 2,034,140 6,401,289 1,122,077 500 581,162 924,729 1,846,576 747,896 2,654,558173,959

[NF151200PR]

科 目 名 称

節 名 称
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令和 2年度
(現年)

001 一般会計 令和 2年 1月20日　20時02分　作成 頁

科目別節別集計表

(単位：千円)(当初予算額)
2-1

12 1311

災害復旧費 公債費 予備費 合  計

01  報酬 533,745

02  給料 1,307,313

03  職員手当等 770,003

04  共済費 479,454

05  災害補償費 6

06  恩給及び退職年金

07  報償費 101,129

08  旅費 43,237

09  交際費 1,690

10  需用費 553,276

11  役務費 184,860

12  委託料 2,625,3933,000

13  使用料及び賃借料 294,091

14  工事請負費 1,090,046

15  原材料費 10,900

16  公有財産購入費 38,061

17  備品購入費 113,565

18  負担金補助及び交付金 3,917,072

19  扶助費 2,620,979

20  貸付金 612,500

21  補償補塡及び賠償金 28,140

22  償還金利子及び割引料 1,790,114 1,815,520

23  投資及び出資金 100,000

24  積立金 47,563

25  寄附金

26  公課費 1,915

27  繰出金 989,542

29  予備費 20,000 20,000

99  賃金

合  計 1,790,114 20,000 18,300,0003,000

[NF151200PR]

科 目 名 称

節 名 称
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（歳入） 地方消費税交付金 （社会保障財源化分） 460,000千円
（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 5,781,548 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位 ： 千円）

国県支出金 市債 その他

引上げ分地方
消費税交付金
（社会保障
財源化分）

その他

3 1 1 重度心身障害者医療費扶助事業 50,035 25,175 4,429 20,431
3 1 1 指定難病患者見舞金支給事業 5,140 916 4,224
3 1 1 特別障害者手当等支給事業 10,309 7,723 461 2,125
3 1 1 介護給付・訓練等給付事業 755,496 565,256 33,897 156,343
3 1 1 自立支援医療（更生医療）事業 40,319 30,177 1,807 8,335
3 1 1 地域生活支援事業 41,026 17,148 491 4,167 19,220
3 1 1 補装具費支給事業 4,026 3,019 179 828
3 1 1 軽度・中等度難聴児補聴器等給付金支給事業 51 44 1 6
3 1 1 自立支援医療（育成医療）事業 189 102 16 71
3 1 4 老人保護措置施設入所事業 13,340 1,924 2,034 9,382
3 1 4 在宅寝たきり高齢者等紙おむつ給付事業 8,012 1,428 6,584
3 1 4 高齢者等在宅サービス総合事業 5,095 249 863 3,983
3 2 1 民間保育園事業 831,384 445,937 59,248 58,122 268,077
3 2 1 管外保育園保育事業 106,560 53,295 6,008 8,420 38,837
3 2 1 ファミリーサポートセンター事業 2,909 1,665 222 1,022
3 2 1 子育て短期支援事業 585 232 227 22 104
3 2 1 民間育児サービス対策事業 924 461 82 381
3 2 1 特別保育事業 77,310 42,604 6,184 28,522
3 2 1 放課後児童健全育成事業 36,104 23,996 2,157 9,951
3 2 1 児童館管理運営事業 117,112 55,708 10,941 50,463
3 2 1 地域型保育事業 130,067 97,540 5,796 26,731
3 2 2 婦人相談室運営事業 6,115 1,965 739 3,411
3 2 2 児童医療費助成事業 213,258 53,390 28,485 131,383
3 2 2 児童扶養手当支給事業 162,016 54,000 19,246 88,770
3 2 2 妊産婦医療費助成事業 10,028 5,000 896 4,132
3 2 2 ひとり親医療費助成事業 7,031 3,660 601 2,770
3 2 2 母子生活支援事業 12,300 9,225 548 2,527
3 2 2 母子家庭自立支援給付金事業 3,130 2,347 139 644
3 2 2 養育医療費助成事業 1,768 1,107 118 543
3 2 4 遺児対策事業 612 440 31 141
3 2 5 児童手当支給事業 810,628 687,820 21,882 100,926
3 3 2 生活保護者扶助事業 449,260 349,923 17,700 81,637
10 4 1 幼児教育振興事業 5,000 891 4,109
10 4 1 幼稚園事業 487,719 341,062 26,131 120,526

4,404,858 2,880,021 0 68,147 259,551 1,197,139
3 1 1 後期高齢者医療費 365,070 65,048 300,022
3 1 1 後期高齢者医療特別会計繰出金 97,517 67,289 5,386 24,842
3 1 2 国民健康保険特別会計繰出金 242,263 156,736 15,239 70,288
3 1 5 介護保険特別会計繰出金 523,286 23,374 89,074 410,838

1,228,136 247,399 0 0 174,747 805,990
4 1 1 各種がん検診事業 74,037 13,192 60,845
4 1 1 がん検診推進事業 1,416 132 229 1,055
4 1 2 結核検診事業 999 178 821
4 1 2 健康診査事業 17,983 2,612 2,739 12,632
4 1 2 任意予防接種事業 16,501 2,940 13,561
4 1 3 妊産婦健康診査事業 37,618 1,560 6,424 29,634

148,554 4,304 0 0 25,702 118,548
5,781,548 3,131,724 0 68,147 460,000 2,121,677

消費税率引上げ分の地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる社会保障４経費その他社会
保障施策に要する経費

区
分

款 項 目 事業名 予算額

財源内訳
特定財源 一般財源

合　計
・引き上げ分の地方消費税収は「消費税法第1条第2項に規定する経費（社会保障4経費）その他社会保障施策に要
　する経費」に充てるものである。
・社会保障施策に要する経費とは制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処す
　るための施策に要する経費であり、「社会福祉」、「社会保険」、「保健衛生」のいずれかに関する経費である。
・事務費、事務職員の人件費（サービス提供に直接従事しない職員分）等には充当しない。

社
会
福
祉

小　計

社
会
保
険

小　計

保
健
衛
生

小　計
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